
＜参考資料＞

用語説明

R４モデル

　国と同様の低入札調査価格及び最低制限価格の算定式モデル
【設定範囲】
　予定価格の7.5/10〜9.2/10
【計算式】
・直接工事費×0.97
・共通仮設費×0.90
・現場管理費×0.90
・一般管理費等×0.68

R４モデル準拠 　上記モデルの計算式を用いるが、設定範囲を変更している場合。

独自モデル
（R４モデル以上）

　上記モデルの計算式を変更している場合、計算式及び設定範囲の両方を変更している場合、その他の算定方法による場合で、上記モデ
ルを常に上回る水準の場合。

― 　制度を導入していない場合。

事後公表 　全案件事後公表としている場合。

―  上記以外の場合。全案件事前公表となっている場合だけでなく、一部案件で事前公表の場合や非公表、制度未導入の場合。

（さ） 　「債務負担行為の活用」を実施。

（し） 　「柔軟な工期の設定（余裕期間制度の活用）」を実施。

（す） 　「速やかな繰越手続（繰越明許費の活用）」を実施。

（せ） 　「積算の前倒し」を実施。

（そ） 　「早期執行のための目標設定」を実施。

策定 　設計変更が可能となる場合やその手続等に関する指針（設計変更ガイドライン）が策定・公表及びこれに基づいた適正な手続の実施さ
れている場合。

準用 　他団体の設計変更に関する指針（ガイドライン）を準用して策定している場合。

設置済 　競争参加資格の設定・確認、指名競争入札に係る指名の経緯等について定期的に報告を受け、その内容の審査及び意見の具申等を
行う、「入札監視委員会」を設置している場合。

既存組織等活用 　監査委員会等の既存の組織を活用している、又は他の発注機関の第三者機関に委任している場合。

以下の全てを実施している。
①入札金額の内訳書を提出させている。
②全ての工事について、提出された入札金額の内訳書を確認している。
③最低価格の入札者を落札者とせず次順位者を落札者とした場合における理由を公表している。
④最低制限価格未満の入札者の名称を公表している。
⑤発注見通しを公表している。
⑥入札者の名称を公表している。
⑦入札金額を公表している。　※随意契約は除く。
⑧落札者の名称を公表している。※随意契約は除く。
⑨落札金額を公表している。　※随意契約は除く。
⑩契約内容のうち、契約の相手方の名称・住所を公表している。
⑪契約内容のうち、工事の名称・場所・種別・概要を公表している。
⑫契約内容のうち、工事の着手時期・完成時期を公表している。
⑬契約内容のうち、契約金額を公表している。
⑭契約謹賀の変更を伴う契約内容変更後の工事の名称・場所・種別・概要を公表している。
⑮契約金額の変更を伴う契約変更後の工事の着手時期・完成時期を公表している。
⑯契約金額の変更を伴う契約変更後の契約金額を公表している。
⑰契約変更の理由を公表している。
⑱随意契約の相手方の選定理由を公表している。
⑲一般競争入札参加資格を策定している場合、当該資格を公表している。
⑳一般競争入札参加資格を有する者の名簿を策定している場合、当該名簿を公表している。
㉑制限付一般競争参加資格を策定している場合、当該資格を公表している。　※制限付一般競争入札を導入していない場合は除く。
㉒一般競争入札に参加しようとした者の名称を公表している。
㉓一般競争入札に参加させなかった者の名称を公表している。
㉔一般競争入札に参加させなかった理由を公表している。
㉕指名競争入札参加資格を策定している場合、当該資格を公表している。
㉖指名競争入札参加資格を有する者の名簿を策定している場合、当該名簿を公表している。
㉗指名基準を策定している場合、当該基準を公表している。
㉘指名業者の名称を公表している。
㉙指名理由を公表している。
㉚総合評価落札方式を行った理由を公表している。　※総合評価落札方式を未導入の場合は除く。
㉛総合評価落札方式を行った場合の落札者決定基準を策定している場合、当該基準を公表している。　※総合評価落札方式を未導入
の場合や、落札者決定基準を策定していない場合は除く。
㉜総合評価落札方式を行った場合の落札者の決定理由を公表している。　※総合評価落札方式を未導入の場合は除く。
㉝談合情報を得た場合、公正取引委員会に通知することとしている。
㉞談合情報を得た場合、建設業許可行政庁に通知することとしている。
㉟施工体制台帳の写しを必ず提出させている。　※内容に変更が生じた場合も含む。
㊱提出された施工体制台帳の内容が現場の施工体制に合致しているかを確認している。
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